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研究成果の概要（和文）：「情報の透明性」および本研究の実施過程でその重要性が認識された「政治的アジェンダの
対称性」に関して，国際河川の流域国が共有する流域協議機関が保持すべき制度的枠組について，メコン川流域でのダ
ム建設に関わる事例，中央アジアの国際河川でのダム建設に関わる事例，アイスランドから欧州への電力貿易に関わる
事例，ドナウ川での環境管理に関する事例，などの現状を分析し，それに基づいた改善策を提示すると共に，両者の実
情を関係者に提示する意思決定システムのあるべき姿を考察した．

研究成果の概要（英文）：River Basin Organizations (RBOs) should be equipped with regulatory frameworks to 
secure Information Transparency and Normative Symmetry among member states. The importance of the latter 
was realized during implementation of this research. Analysis was made on (a) dam construction case in 
the Mekong river basin, (b) dam construction case in an international river basin of the Central Asia, 
(c) trade of electricity from Iceland to Europe, and (d) environmental management of the Danube river 
basin. Possible improvements were suggested based on the facts identified in these cases. The way that a 
decision support system should be developed, regarding Information Transparency and Normative Symmetry, 
was also considered.

研究分野：資源と環境の管理に関わる事例分析からの方法論提言
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１．研究開始当初の背景 
(1) 国際河川管理研究の分野で，流域国間の
係争回避には「情報の透明性」の確保が重要
ながら，その実現に有効な制度的枠組を提案
するという方向性の研究は，研究開始当初は
代表者による越境環境影響評価の分野での
研究以外には既存研究が殆ど存在しなかっ
た． 本研究は，国際河川の流域国が信頼関
係にあり，「情報の透明性」が確保されてい
る事例について，制度的枠組の内容と流域国
間で信頼が醸成されたプロセスを解明する
ことにより，「情報の透明性」を実現するた
めに，流域国間により合意されるべき制度的
枠組が備えるべき要件を特定することを志
向した． 
 
(2) 代表者は，国際河川流域での開発計画に
ついて，そのパラメータ（例えば建設される
ダムの規模，新規灌漑農地の面積，など）を
ユーザーが自由に設定出来る「意思決定支援
システム」を，ウェブサイト上で公開するこ
とにより市民参加を得て，「情報の透明性」
を確保することを過去の研究の成果として
提案していた． 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は，国際河川の水資源利用を巡る
流域国間での係争を未然に回避するための 2
種類の方法論を開発することを目的とした．
具体的には，流域国間での情報の透明性欠如
が，流域国の猜疑心を生み，係争に発展する
という，代表者がこれまでの研究から得た知
見より，情報の透明性を確保するために流域
国間が合意すべき「制度的枠組」が含むべき
要素を，事例研究より特定することを試みた．
また，そのような「制度的枠組」が有為に機
能することを補助する為の仕組みとして，流
域の水資源利用を最適化するための「意思決
定支援システム」が備えるべき要件を，流域
国からの専門家の参加を得て特定する事を
志向した． 
 
(2) 2006 年に日本政府が発表した「水と衛生
に関する拡大パートナーシップ・イニシアテ
ィブ（WASABI）」では，国際機関の機能強
化による国際河川での紛争の予防は重点課
題の一つに挙げられていた．本研究は，その
実現に寄与する最先端の研究に位置付けら
れた．また，2008 年に開催された G8 サミ
ット（洞爺湖サミット）でも，議論の統括と
して，アフリカなど水資源が逼迫している地
域において，水資源を有効に活用するための
施策が必要であることが指摘された．本研究
の結果として提案される施策は，このような
国際社会の期待にも応える得るものである
ことが期待された． 
 
(3) 「情報の透明性」に加えて，本研究の実
施過程でその重要性が認識された「政治的課
題の対称性」に関しても，国際河川の流域国

が共有する流域協議機関が保持すべき制度
的枠組について，事例の分析に基づいた改善
策を提示することを目指した．また，「情報
の透明性」と「政治的課題の対称性」の実情
を当事者および社会に対して提示する為の
仕組みとしての，意思決定システムのあるべ
き姿を提示することを志向した． 
 
３．研究の方法 
(1)「情報の透明性」に関して，流域国間で
の「情報の透明性」が確立していると思われ
る先進国が共有する流域協議機関が保持す
る制度的枠組および国際的な制度的枠組に
関する文献調査を行うと共に，ドナウ川，ラ
イン川，米加間の国際河川に関わる流域協議
機関においてヒアリングを実施した．	
 
	
 
	
 (2)	
 メコン川下流国 4 か国から専門家を招
聘して，代表者，分担者，非流域国の専門家
などを交えた専門家会合を開催し，「意思決
定支援システム」構築の基本方針を討議する
と共に，そのようなシステムを構築すること
が流域国間での信頼醸成の為に果たし得る
寄与について検討した．また，開発途上国が
共有する流域協議機関での制度的枠組のあ
り方についても検討を重ねた．	
 
	
 
(3)「情報の透明性」に関して,先進国および
開発途上国が共有する流域協議機関が保持
すべき制度的枠組に関して,アジア開発銀行,
国際協力機構などの国際機関関係者からも
ヒアリングを実施すると共に，ラオスの政府
機関に於いてもヒアリングを行った.	
 メコ
ン川下流国からの専門家および流域外の地
域からの有識者を招聘して専門家会合を回
を重ねて開催した.また，専門家会合での討
議を踏まえて,「意思決定支援システム」設
計の方向性について,専門家に戸別に意見を
聴取した.	
 
	
 
(4)研究を実施する過程でその重要性が明ら
かになった「政治的課題の対称性」について
は，メコン川本流にラオスが建設を計画して
いたサヤブリ・ダムを対象事例として,マス
コミによる報道からテキスト・マイニングに
より「政治的課題の対称性」を数量化し，「意
思決定支援シス	
 テム」への入力とする方法
論を探索した．また，アムダリヤ川支流(中
央アジア)でのログン・ダム建設計画を巡る
タジキスタンとウズベキスタンの確執を対
象事例として,「情報の透明性」と「政治的
課題の対称性」の関係について内政と外政の
観点から解析した．	
 
	
 
(5)同様な解析をアイスランドから英国への
送電事例について	
 ,アイスランドに於ける
内政と外政の観点から解析した.更に，政府
による「情報の透明性」の欠如が国内での資
源からの利益の配分に及ぼす影響について,
東ティモールを事例とした解析を実施した.	
 



	
 
４．研究成果	
 
(1)専門家会合での討議を通じて，メコン川
下流域の流域国に提示すべき「制度的枠組」
の妥当性と実現性について明らかにした．ま
た，メコン川本流でのダム建設が，流域の水
資源と環境に与える影響を推定する「意思決
定支援システム」を構築することが流域国間
の信頼醸成に寄与することを示した．また，
メコン川流域での「情報の透明性」と「政治
的課題の対称性」の関係については,後者が
充足されないが故に前者が実現し得ないこ
とが判明した.	
 
	
 
(2)マスメディアによる報道から，テキス
ト・マイニングにより「情報の透明性」と「政
治的課題の対称性」を単に下図のように定性

的に表示するに留まらず，それら数値化し，
それを「意思決定支援システム」として提示
する事の可能性を明らかにした．具体的には，
下図のように「情報の透明性」と「政治的課

題の対称性」による（二次元）平面において，
国際河川に関わる国家間の交渉に関して，そ
の現状をプロットし，更には，そのプロット
が時間と共に「望ましい方向」に移動するの
か「望ましくない方向」に移動するのかを示
す事で，交渉が進捗する為には何が必要かを，
交渉担当者やそれを見守る人々（一般の市民
など）に対して明示することで，交渉の進捗
への寄与を期待し得る．	
 
	
 
(3)	
 アムダリヤ川支流(中央アジア)でのロ
グン・ダム建設計画を巡るタジキスタンとウ
ズベキスタンの確執に関しては,「情報の透
明性」は両国の間で概ね実現しているものの，
ダム建設に関わる「政治的課題の対称性」が
両国間で担保されていない事が，両国間での

折衝が進捗しない大きな要因である事を明
らかにした．	
 
	
 
(4)	
 アイスランドから英国への送電計画に
ついては,アイスランドの内政に於いて，「情
報の透明性」は担保されているものの，「政
治的課題の対称性」が，電力料金の値上げを
懸念するアルミニウム精錬業界と電力を販
売する組織の間では担保されて居らず，それ
が計画の具体化への障害になっている事を
明らかにした．	
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